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令和６年度６月補正予算①　総括表

【会計別一覧】 [単位：千円]

◎一般会計補正予算（第２号） [単位：千円]

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 総務課ほか
2.1.5
ほか

設計標準単価等の改定による影響分 10,512 498 5,400 191 4,423

2 税　務　課 2.1.14 【新規】 定額減税補足給付金給付事業 284,384 284,384

3 福　祉　課 3.1.1 【新規】
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支
援給付金追加給付事業

98,512 98,512 0

393,408 383,394 0 5,400 191 4,423

前年度繰越金

　○地方債補正（変更） [単位：千円]

1 総　務　課

2 総合政策課

3 子育て支援課

4 環境・ごみ対策課

5 教育総務課

6 教育総務課

7 教育総務課

8 生涯学習課

9 生涯学習課

区　　分 補正前の予算額 補正額 補正後の予算額

一般会計補正予算（第２号） 19,002,165 393,408 19,395,573

番
号

担 当 課

計

番
号

担 当 課 起　　債　　の　　目　　的
限　度　額

補　正　前 補　正　後

費目 事    業    名 補 正 額

庁舎施設整備事業費 22,100 22,400

渡地区コミュニティ供用施設整備事業費 3,200 3,700

公立保育園リニューアル事業費 90,100 90,500

ストックヤード整備事業費 10,600 11,500

小学校体育館改修事業費 2,300 2,500

小学校空調設備改修事業費 167,300 168,900

スポーツ広場キュービクル改修事業費 15,800 16,100

小学校トイレ改修事業費 127,800 128,900

中浜公民館集会所改修事業費 1,500 1,600

魚と鬼太郎の

まち境港ふる

さと基金
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◎一般会計補正予算（第２号）

[単位：千円]

設計標準単価等の改定による影響分

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　令和６年３月の単価等改定における、人件費単価等の上昇に伴い不足が

　見込まれる、委託料及び工事請負費を増額する。

◇補正理由

◇補正内容

費目 予算額 見込額 補正額
2.1.5工事請負費 15,246 15,576 330

2.1.5委託料 2,597 2,888 291

2.1.5工事請負費 1,869 2,189 320

2.1.5委託料 4,327 4,961 634

4,693 5,063 370

1,040 1,122 82

9,173 9,895 722

8,504 9,275 771

10.2.1委託料 614 663 49

10.2.1委託料 3,154 3,398 244

10,956 11,818 862

17,919 19,329 1,410

10,851 11,705 854

9,635 10,392 757

10.3.1委託料 330 407 77

10.4.2委託料 19,620 21,164 1,544

10.4.2委託料 5,708 6,156 448

10.4.2委託料 2,008 2,161 153

10.5.2工事請負費 17,578 17,963 385

10.5.2工事請負費 1,793 2,002 209

147,615 158,127 10,512

◇事業別財源内訳

補正額 国 県 市債 ふるさと基金 一般財源

330 300 30

611 611

634 500 134

452 400 52 0

1,493 498 900 95 0

49 49

244 200 44 0

2,272 1,600 672

1,611 1,100 511

77 77

1,544 1,544

448 448

153 100 53

385 300 85

209 209

10,512 498 0 5,400 191 4,423

中浜公民館集会所改修事業

スポーツ広場キュービクル改修事業

市民温水プールキュービクル改修事業

計

498 0 5,400 191 4,423

小学校空調設備改修事業

小学校トイレ改修事業

小学校施設整備事業

小学校体育館改修事業

中学校施設整備事業

公民館空調改修事業

公民館トイレ改修事業

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

総務課ほか 2.1.5ほか

節別内訳

12 委託料 9,268

補正額 10,512

14 工事請負費 1,244

項　目 補正理由

委託料（設計、監理業務等） 設計業務委託等技術者単価の改定

工事請負費 営繕工事設計標準単価及び諸経費率の改定

事業名 内　容

集会所改修事業
昭花会館耐震診断業務

美保町会館エアコン取替工事

渡地区コミュニティ供用施設整備事業 渡地区コミュニティ供用施設工事設計業務

庁舎施設整備事業 庁舎高圧受電設備更新工事

公立保育園リニューアル事業 3.2.2委託料
わたり保育園新築工事（第１期工事）監理業務

わたり保育園新築工事（第2期工事）単価入替業務

ストックヤード整備事業 4.2.1委託料
ストックヤード建設工事に係る実施設計等委託業務

ストックヤード建設工事に係る地質調査業務(実施設計用)

小学校空調設備改修事業 10.2.1委託料
小学校（境・上道・中浜）空調改修工事監理業務

小学校空調改修工事に係る実施設計業務

小学校トイレ改修事業 10.2.1委託料
小学校（余子・外江・渡）トイレ改修工事監理業務

小学校トイレ改修工事実施設計業務

小学校施設整備事業 小学校屋上防水及び外壁劣化部改修工事設計業務

小学校体育館改修事業 境小学校体育館改修工事設計業務

中学校施設整備事業 中学校屋上防水及び外壁劣化部改修工事設計業務

公民館空調改修事業 公民館空調改修設計業務

公民館トイレ改修事業 公民館トイレ改修設計業務（３施設）

中浜公民館集会所改修事業 中浜公民館集会所改修設計業務

スポーツ広場キュービクル改修事業 スポーツ広場キュービクル改修工事

市民温水プールキュービクル改修事業 市民温水プールキュービクル改修工事

計

事業名

集会所改修事業

渡地区コミュニティ供用施設整備事業

庁舎施設整備事業

公立保育園リニューアル事業

ストックヤード整備事業
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【新規】 定額減税補足給付金給付事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　令和６年度に実施される令和６年分所得税と令和６年度個人住民税所得割に

　対する定額減税の効果を十分に得られない納税義務者に対し、定額減税控除

　不足額を給付する。

◇事業概要

　納税義務者及び配偶者を含めた扶養親族に基づき算定される定額減税可能額

　が、納税義務者の令和６年分所得税または令和６年度個人住民税所得割を上

　回る者に対し、上回る額の合算額を基礎として、10千円単位で切り上げて算

　定した額を支給する。

◇基準日

　令和６年６月３日

◇スケジュール

　７月上旬　確認書発送、受付開始

　７月下旬　給付開始予定

　１０月末　受付終了

◇補正内容

補正額

2,597

403

90

1,500

2,000

2,844

116

1,525

59

273,250

284,384

　　　　　　

◇財源 国庫支出金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）10/10

旅費（通勤手当）

使用料及び賃借料

工事請負費

扶助費

通信運搬費（郵送料、振込手数料等）

確認書封入封緘業務委託料

賃借料（パソコン、プリンター等）

電話機増設工事

所得税6,752件、住民税1,434件

項　目

報酬

共済費

職員手当等

需用費

内　容

事業名

会計年度任用職員人件費
　１号月額×２人
　１号時間額×２人

職員の時間外手当

消耗品費（事務用品等）

補正額 284,384 284,384 0

計

役務費

委託料

13
使用料及び
賃借料

1,525

14 工事請負費 59

19 扶助費 273,250

10 需用費 2,000

11 役務費 2,844

12 委託料 116

3 職員手当等 1,500

4 共済費 403

8 旅費 90

担当課 費　目 項目 事業費

税務課 2.1.14

節別内訳

1 報酬 2,597
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【新規】 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金追加給付事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

金額 ◇説明

　電力・ガス・食料品等の物価高騰により、特に家計への影響が大きい住民税

　非課税世帯等を経済的に支援するため、令和６年度新たに住民税非課税世帯

　及び住民税均等割のみ課税世帯となった世帯に対し、一世帯10万円を給付

　するとともに、同一世帯となっている18歳以下の子ども１人あたり５万円

　を加算して給付する。

◇事業概要

　（１）対象世帯

　　　①令和６年度新たに住民税非課税となった世帯　　439世帯

　　　②令和６年度新たに均等割のみ課税となった世帯　262世帯

　　　※令和５年度に給付対象となった世帯は除く。

　　　※上記①②のほか、令和６年度住民税賦課期日以降（令和６年１月２日）

　　　　に転入した世帯など、130世帯分を見込む

　（２）給付額

　　　次の（ア）と（イ）の合計額

　　　（ア）一世帯あたり一律10万円

　　　（イ）同一世帯となっている18歳以下の子ども１人あたり５万円

◇基準日

　令和６年６月３日

◇スケジュール

　６月下旬　確認書発送、受付開始

　７月下旬　給付開始予定

　９月末　　受付終了（新生児の追加申請は１０月末）

◇補正内容

補正額

2,785

440

96

828

1,100

463

500

92,300

98,512

◇財源

　国庫支出金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）10/10

需用費 封筒、プリンタートナーなど

役務費 郵送料、電話代

職員手当等 職員の時間外手当

事業費

項目

98,512 98,512

扶助費 （ア）831件、（イ）184件

旅費 96

需用費 1,100

役務費

事業名

担当課 費　目 項目

463

0

扶助費 92,300

使用料及び賃借料

節別内訳

1

8

10

11

共済費 440

報酬 2,785

3 職員手当等 828

4

13
使用料及び
賃借料

500

19

福祉課 3.1.1 補正額

計

報酬 会計年度任用職員人件費
　１号月額×２人
　１号時間額×２人

共済費

旅費

内容

パソコン等リース料

- 4 -


